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政策評価調書（政策評価体系図）政策評価調書（政策評価体系図）政策評価調書（政策評価体系図）政策評価調書（政策評価体系図）

所管名： 内閣府 組織：公正取引委員会

政策評価

調書番号

一般消費者の利益確保と国民経済の民主的で健全な発達 一般消費者の利益確保と国民経済の民主的で健全な発達

公正かつ自由な競争の促進 公正かつ自由な競争の促進

（１）独占禁止法違反行為に対する措置等 （１）独占禁止法違反行為に対する措置等 ①

（２）下請法違反行為に対する措置等 （２）下請法違反行為に対する措置等 ②

（３）競争政策の広報・広聴等 （３）競争政策の広報・広聴等 ③

25年度概算要求における政策評価体系図

【基本計画（平成23年３月策定）】

24年度成立予算における政策評価体系図

【基本計画（平成23年３月策定）】



(別紙10-2) 政策評価調書(政策評価体系と概算要求書の対応表）政策評価調書(政策評価体系と概算要求書の対応表）政策評価調書(政策評価体系と概算要求書の対応表）政策評価調書(政策評価体系と概算要求書の対応表）

所管：内閣府 会計：一般会計 組織：公正取引委員会

政策評価 政策評価

調書番号 の対象 （項） （事項） (1) (2) (3)

公正取引委員会

×

① ● 独占禁止法違反行為に対する措置等に必要な経費（主要経費95） ●

② ● 下請法違反行為に対する措置等に必要な経費（主要経費95） ●

③ ● 競争政策の普及啓発等に必要な経費（主要経費95） ●

注）「政策評価の対象（●◆×）」欄については、以下の整理により記載すること。

　　●については政策評価の対象となっているもの　　　　

　　◆については政策評価の対象となっていないが、ある政策に属すると整理できるもの

　　×については政策評価の対象となっておらず、政策との対応関係を明らかにできないもの（◆以外）

概算要求書 1

公正取引委員会に必要な経費（主要経費95）
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番号

政策評価結果の概算要求

への反映状況

予算概算要求に当たり，本件は，公正かつ自由な競争を維持促進するために必要・有効であり，効率的に行われているものとの政策評価結果を踏ま

えて，企業結合審査の質の一層の向上や独占禁止法違反行為に対する効率的な事件処理の実施に係る審査体制の強化等のために必要な要求を行っ

た。

また，機構・定員要求に当たり，本件は，より効率的な事件処理を行うとともに，審査体制を整備・強化する必要があるとの政策評価結果を踏まえ

て，優越的地位の濫用事件等，その性質上調査に相当の時間を要する事案の処理に係る審査体制の強化のために必要な要求を行った。

261,648

312,481

280,374

350,482

実績

当 初 予 算 （ 千 円 ）

0

25年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

00

309,547

【政策ごとの予算額等】

①

補 正 予 算 （ 千 円 ）

0

312,481

23年度21年度

△ 7,029

△ 5,962

297,107

22年度

評価方式独占禁止法違反行為に対する措置等政策名

0

297,107

24年度

255,606

予

算

の

状

況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

303,042

316,033
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番号

（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 公正取引委員会 0

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

独占禁止法違反行為に対する措置等に必要な経費

項

公正取引委員会

政策評価結果の反映に

よる見直し額合計

0

政策名

予算額

合計

独占禁止法違反行為に対する措置等 ①

整理番号

予　算　科　目

対応表に

おいて◆

となって

いるもの

対応表に

おいて○

となって

いるもの

対応表に

おいて◇

となって

いるもの

対応表に

おいて●

となって

いるもの

小計

24年度

当初予算額

309,547

事項

309,547

309,547

25年度

概算要求額

350,482

350,482

0

350,482
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ①

（千円）

24年度

当初

予算額

25年度

概算要求額

増減

Ａ 1 4,356 4,330 △ 26 0

Ａ 1 8,274 7,854 △ 420 0

Ａ 1 224,503 224,496 △ 7 0

237,133 236,680 △ 453 0

合計

予算額

独占禁止法違反行為に対する措置等

企業結合の迅速かつ的確な審

査

独占禁止法違反行為に対する

厳正な対処

審判手続

政策名

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に

よる見直し額(削減額)事務事業名 整理番号 政策評価結果の概算要求への反映内容

　平成22年度に実施した政策評価結果を踏まえ，審判手続の適正な運用のため

の要求を行った。

　平成24年度に実施した政策評価結果を踏まえ，企業結合審査の質の一層の向

上，引き続き企業結合審査を迅速かつ的確に行うための要求を行った。

　平成24年度に実施した政策評価結果を踏まえ，事案の解明に当たり海外の競

争当局と情報交換を行う事件や優越的地位の濫用事件など，その性質上調査に

相当の時間を要する事案やこれまでにない事案に対して，より迅速な事件処理

を行うための職員の審査能力の向上や審査体制の整備・強化のための要求を

行った。
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番号

政策評価結果の概算要求

への反映状況

予算概算要求及び機構・定員要求に当たり，本件は，下請取引の公正化を推進し，下請事業者の利益を保護するために必要かつ有効であるとの政策

評価結果を踏まえて，下請取引の適正化に係る普及・啓発として下請取引適正化推進講習会の開催，調査部門の体制強化等のために必要な要求を

行った。

執行額（千円）

116,940 120,797 122,838

計（千円）

148,893 146,999 157,721

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

△ 100 0 0

0

297,871

予

算

の

状

況

当 初 予 算 （ 千 円 ）

148,993 146,999 157,721 156,012

補 正 予 算 （ 千 円 ）

0 0 0

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

【政策ごとの予算額等】

政策名 下請法違反行為に対する措置等 評価方式 実績 ②
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番号

（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 公正取引委員会 0

0合計

156,012 297,871

対応表に

おいて◇

となって

いるもの

対応表に

おいて○

となって

いるもの

0

対応表に

おいて◆

となって

いるもの

小計

156,012 297,871

項 事項

24年度

当初予算額

25年度

概算要求額

対応表に

おいて●

となって

いるもの

公正取引委員会 下請法違反行為に対する措置等に必要な経費 156,012 297,871

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 下請法違反行為に対する措置等 ②

予　算　科　目 予算額

政策評価結果の反映に

よる見直し額合計

整理番号
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ②

（千円）

24年度

当初

予算額

25年度

概算要求額

増減

Ａ 1 8,692 8,765 73 0

Ａ 1 140,166 137,170 △ 2,996 0

148,858 145,935 △ 2,923 0

合計

取引慣行等の適正化

　平成24年度に実施した政策評価結果を踏まえ，ガイドラインの普及啓発，取

引実態調査等のための要求を行った。

下請法の的確な運用

　平成24年度に実施した政策評価結果を踏まえ，勧告事件の処理期間の短縮に

向けた職員研修の実施や調査部門の体制の強化，下請取引適正化推進講習会の

実施等のための要求を行った。

政策評価調書（個別票3）

政策名 下請法違反行為に対する措置等

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に

よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容
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番号

政策評価結果の概算要求

への反映状況

予算概算要求に当たり，本件は，競争政策に対する国民的理解を図るためや公正取引委員会の国際的なプレゼンスを向上させて我が国の競争政策の

状況を広く海外に周知するために必要かつ有効であったとの政策評価結果を踏まえて，国民に対する独占禁止法等の内容や公正取引委員会の活動に

ついての情報提供，海外の競争当局との協議，ＩＣＮ等の多国間における検討への積極的参加及び途上国等への競争法・競争分野に係る研修の実施

並びに入札談合等関与行為防止法に係る発注者向け研修の実施及び競争政策研究センターによる公開セミナー等の積極的開催などのために必要な要

求を行った。

執行額（千円）

116,908 115,131 112,871

計（千円）

130,974 132,518 132,121

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

0 0 0

0

127,732

予

算

の

状

況

当 初 予 算 （ 千 円 ）

130,974 132,518 132,121 127,576

補 正 予 算 （ 千 円 ）

0 0 0

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

【政策ごとの予算額等】

政策名 競争政策の広報・広聴等 評価方式 実績 ③
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番号

（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 公正取引委員会 0

0合計

127,576 127,732

対応表に

おいて◇

となって

いるもの

対応表に

おいて○

となって

いるもの

0

対応表に

おいて◆

となって

いるもの

小計

127,576 127,732

項 事項

24年度

当初予算額

25年度

概算要求額

対応表に

おいて●

となって

いるもの

公正取引委員会 競争政策の普及啓発等に必要な経費 127,576 127,732

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 競争政策の広報・広聴等 ③

予　算　科　目 予算額

政策評価結果の反映に

よる見直し額合計

整理番号
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ③

（千円）

24年度

当初

予算額

25年度

概算要求額

増減

Ａ 1 29,787 28,090 △ 1,697 0

Ａ 1 50,209 49,816 △ 393 0

Ａ 1 45,415 43,910 △ 1,505 0

125,411 121,816 △ 3,595 0

合計

競争政策の広報・広聴

　平成24年度に実施した政策評価結果を踏まえ，本局及び地方事務所等の所在

地以外の都市において，独占禁止法等の普及啓発活動や相談対応を行う「一日

公正取引委員会」や中学生，高校生及び大学生に対して行う「独占禁止法教

室」などの各種広報活動，地方有識者及び協力委員への広聴活動のための要求

を行った。

海外の競争当局等との連携の

推進

　平成24年度に実施した政策評価結果を踏まえ，海外の競争当局との協議の開

催やＩＣＮ等の多国間における検討への積極的参加，途上国等への競争法・競

争分野に係る研修の実施等のための要求を行った。

競争的な市場環境の創出

　平成24年度に実施した政策評価結果を踏まえ，発注機関に対する入札談合等

関与行為防止法に関する研修の実施，競争政策研究センターによる公開セミ

ナーの開催及び競争評価の支援体制の整備等のための要求を行った。

政策評価調書（個別票3）

政策名 競争政策の広報・広聴等

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に

よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容
















